
遠野市教育委員会 市民センター 生涯学習スポーツ課

１ 試行の年の成果と課題

２ 課題の解決に向けて

３ 令和５年度の取組について
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学校運営協議会・学校部会の開催 エリアコーディネーターの
配置

地域の方々とともに課題の解決に向けた取組の実施

エリアコーディネーター
連絡会議（月１回）

遠野小・放課後学習支援活動（丸付けボランティア） 上郷小・ミシンボランティア 宮守小・防災教室の講師 2



推進に向けた研修会の開催 「熟議」の実施

制度や取組のＰＲ 県の研修会での発表

遠野テレビ「わらすっこナビ」 「学校と地域の連携・協働推進研修会」（Ｒ4.8.9） 3



・ 学校運営協議会や学校部会の協議を基にした、学校の課題解決に向けた
取組が見られ始めた。

・ 学校運営協議会制度導入に併せて配置した「エリアコーディネーター」
の活躍によって、これまで学校に関わりのなかった地域人材や地域資源が
発掘されるなど、学校と地域の緩やかなネットワークの構築が見られ始め
た。

① 学校運営協議会制度の幅広い理解の促進
ア）地域教育協議会を始めとした地域の団体の位置

づけ等の整理
イ）具体的な連携・協働に向けたイメージの共有

②「つながり」の強化と拡大に向けた手立て
→学校運営協議会と学校部会のつながりやあり方等 4



【提言内容（抜粋）】

○ 社会の変化により、地域や家庭の教育力に大きな影響を及ぼしている。

遠野教育懇談会では、学校・家庭・地域社会を通じて、大人一人ひとりが、子ど

もたちをいかに健やかに育てていくかを討議。

○ その結果、体験活動を通じた心の教育や異年齢交流の場、地域の人材活用による

学校の活性化など、地域に根ざした実際の活動を企画・運営し、地域の教育力の結

集を担う中枢的な機関として「地域教育協議会」の創設を提言。

○ メンバーは、地域の各界・各層の代表者からなり、学校週５日制に対応した青少

年向け事業や異年齢交流の機会の設定、地域の生涯学習に関する事業、学校の交流

等を地域の特性や人材を活かしながら、学校・家庭・地域の連携を強化するととも

に、教育力向上の中枢として、公民館（地区センター）や社会教育関係者とともに

地域の教育力向上のための多様な活動を企画・運営していくもの。

平成９年７月
遠野教育懇談会から
遠野市教育委員会
教育長に対して
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→ 完全学校週５日制に対応する青少年向け事業を中心に、地域全体で子どもたち

の成長を支える活動を地域ごとに実施。

市では、地域教育協議会運営補助金を交付し、活動を支援。
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【 背 景 】

○ 学校と地域社会も大きく変化し、それに伴って地域の子どもを取り巻く課題も増えている。

○ 取り巻く状況が大きく変わった現状で、「地域の子ども」について１つの機関で協議・解

決することは難しい。それぞれの機関の位置づけを踏まえて、より適切で効果的な役割分

担のもとで取り組みを進める必要がある。

学校運営の課題や運営の状況について、

その解決や改善、いっそうの充実に向

けた方策の協議を通じ、地域とともに

ある学校づくりを目指すもの。

学校運営協議会・学校部会
（コミュニティ・スクール）

地域の多様な関係者のもと、地域の大

人による地域の子どもたちを対象にし

た事業や学校や家庭、地域の連携を強

化するための取組を企画・運営し、地

域の教育力の向上を目指すもの。

地域教育協議会
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○ 地域の子どもたちを中心にした事業や異年齢交流の機会の設定、生涯学習事業等

○ 学校運営協議会や学校部会の協議を通じ、必要に応じて、学校の課題解決につなげ

るための情報の提供や取組にあたる。

○ 多様な活動の企画・運営を図り、公民館（地区センター）や社会教育関係者ととも

に、学校・家庭・地域の連携に努めながら、地域の教育力向上を目指す。

※国では、この「ねらい」の達成のために取り組む活動を「地域学校協働活動」とし、
活動を推進する組織を「地域学校協働活動本部」と呼んでいる。 8



学校運営協議会
・学校部会

熟 議

学校運営協議会
・学校部会

地域教育協議会
（ＰＴＡ）

連携
協働

地域学校協働活動
学校運営協議会
・学校部会

地域教育協議会
（ＰＴＡ）

【例】読書の推進（本を読む子を育てよう）

次の
課題へ

連携
協働

次の
取組へ

もう
１年

ボランティアによる
読み聞かせ

「子ども本の森」の活動
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補助



→ 小中連携のもとでの取り組みを地域に明らかにする。

→ ふるさと教育の取組を共有し、人材や地域資源の共有化を進める。

→ 課題や「言いにくいこと」を話すことができる関係づくりを。

→ 課題等が共有された部会ほど、具体的な取組につながる可能性が。
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⑤ 見えてきた推進のポイント

※ 必ず新しいことをする必要はない。既存の取組を再構築したり、

構成団体や関係団体が取り組んできたことを強化することでも可。

→ エリアコーディネーターは学校や地域の課題を認識してきた。

→ 学校との関係をさらに深めるための手立てや地域との関係を作る

ための手立てをともに検討していく必要。
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→ １年目の成果を伸ばすとともに、トライ＆エラーを繰り返しながら

今年の課題を解決する１年に。

→ 「推進のポイント」を共有し、中学校区及び各学校の「目玉の取組」

を作る１年に。

国立教育政策研究所
志々田まなみ氏

令和４年８月９日 岩手県教育委員会主催「学校と地域の連携・協働推進研修会」での助言から
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よりよい制度となるよう、
不断の見直しを行ってまいります。
今後も皆様のご協力とご意見を
よろしくお願いいたします。

ご清聴、ありがとうございました。
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